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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1) 連結経営指標等        

売上高 (百万円) ― ― ― 26,242 28,293 

経常利益 (百万円) ― ― ― 635 593 

当期純利益 (百万円) ― ― ― 354 418 

純資産額 (百万円) ― ― ― 7,747 8,506 

総資産額 (百万円) ― ― ― 36,262 29,759 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 721.17 750.75 

１株当たり当期純利益
金額 

(円) ― ― ― 42.66 38.95 

自己資本比率 (％) ― ― ― 21.4 27.1 

自己資本利益率 (％) ― ― ― 4.6 5.3 

株価収益率 (倍) ― ― ― 87.9 53.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― 726 210 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― △51 △58 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― △114 △310 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) ― ― ― 810 677 

従業員数 (人) ― ― ― 562 764 

(2) 提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 23,481 24,686 25,216 25,629 26,139 

経常利益 (百万円) 318 362 223 437 553 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △40 431 △539 267 490 

持分法を適用した場合
の投資利益 

(百万円) △1 ― ― ― ― 

資本金 (百万円) 3,135 3,135 3,135 3,850 3,850 

発行済株式総数 (千株) 36,791 36,791 36,791 10,749 10,749 

純資産額 (百万円) 420 851 311 7,644 8,134 

総資産額 (百万円) 56,759 49,369 47,078 35,006 28,725 

１株当たり純資産額 (円) 11.44 23.17 8.48 711.55 757.18 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―) 
―

(―) 
―

(―) 
― 

(―) 
― 

(―) 

１株当たり当期純利益 
金額又は当期純損失 
金額(△) 

(円) △1.11 11.73 △14.67 32.17 45.69 

自己資本比率 (％) 0.7 1.7 0.7 21.8 28.3 

自己資本利益率 (％) △9.3 67.8 △92.7 6.7 6.2 

株価収益率 (倍) ― 12.2 ― 116.6 45.4 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 155 165 40 ― ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 0 1 35 ― ― 

財務活動による 
(百万円) △153 △168 △68 ― ― 



(注) １ 第58期より連結財務諸表を作成しているため、第57期以前の連結経営指標等の推移については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 資本金については、平成17年8月4日付で資本金2,820百万円を減少し全額を欠損金の補填に充て、更に、平成17年8月5日

付で第三者割当増資による払込金のうち3,535百万円を資本へ組入れております。 

５ 発行済株式総数については、平成17年8月4日付で株式10株を1株とする併合を行い、更に、平成17年8月5日付で第三者割

当増資により新株発行7,070千株を発行したことにより、発行済株式の総数は10,749,176株となっております。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 
  
  

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 33 35 46 ― ― 

従業員数 (人) 23 23 24 24 26 



  
２ 【沿革】 

  

  

昭和23年５月 会社設立。一般無線電機器具部品の製造販売を開始。 

昭和30年４月 ポータブルラジオの製造を開始するとともに「CROWN」ブランドで輸出を開始。 

昭和35年４月 商号をクラウン株式会社(英文：CROWN RADIO CORPORATION)に変更。 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和40年５月 白黒テレビの製造を開始。 

昭和43年11月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和44年10月 東京、大阪証券取引所市場第一部に指定。 

昭和45年５月 カラーテレビの製造を開始。 

昭和60年７月 英文名商号をCROWN CORPORATION に変更。 

昭和62年10月 東京証券取引所市場第二部上場の「田尻機械工業株式会社」を吸収合併。 

平成５年10月 商号を宮越商事株式会社(英文：MIYAKOSHI CORPORATION)に変更。 

平成17年11月 現地法人「隆邦医葯貿易有限公司」(現・連結子会社)を中国に設立。 

平成17年12月 現地法人「CROWN PRECISION (HK) CO.,LTD.」(現・連結子会社)の株式を取得。 

平成18年１月 現地法人「深セン皇冠 (中国) 電子有限公司」(現・連結子会社)の株式を取得。 



  
３ 【事業の内容】 

 主要取扱事業 

① 電気機器等の販売事業 

当部門は、映像・音響機器を中心とした委託生産品の販売を行っております。 

② 物資等、医薬品及び医療器具等の販売事業 

当部門は、医薬品等の卸販売、顧客のニーズに対応した家庭用品等や資材などの仕入商品の販売を行ってお

ります。 

③ 不動産開発及び賃貸管理事業 

当部門は、主に不動産開発と賃貸及び管理を行っております。 

   なお、上記の３部門は「第５ 経理の状況 １ (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げる「事業の種類別セグメ

ント情報」の区分と同一であります。 

   

主要関係会社 

① 電気機器等の販売事業 

深セン皇冠金属成型有限公司 

② 物資等、医薬品及び医療器具等の販売事業 

深セン皇冠金属成型有限公司、隆邦医葯貿易有限公司 

③ 不動産開発及び賃貸管理事業 

深セン皇冠(中国)電子有限公司 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 
  
  
  



  
４ 【関係会社の状況】 

(1) 連結子会社 

  

 (2) その他の関係会社 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、出向者及び臨時従業員はおりません。 

２ 前連結会計年度に比べ従業員数が202人増加しておりますが、新規事業及び事業の拡大に備え増員したものです。 

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、出向者及び臨時従業員はおりません。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

隆邦医葯貿易 
有限公司 

中国吉林省長春市 4億円
医薬品及び医療

器具等の卸販売 所有 100.0 役員の兼任等・・・２名

深セン皇冠(中国) 
電子有限公司 

中国広東省深セン市 USD 1,500万
不動産開発及び

賃貸管理業 所有 90.0 役員の兼任等・・・１名

深セン皇冠金属 
成型有限公司 

中国広東省深セン市 USD   300万
精密金属プレス

加工、精密板金

加工等 

所有 67.0
(67.0) 

役員の兼任等・・・無 

CROWN PRECISION 
(HK)CO.,LTD. 

Causeway Bay,
Hong Kong 

HKD   50万
子会社の管理運

営業 所有 100.0 役員の兼任等・・・無 

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

皇冠貿易(香港) 
有限公司 

Causeway Bay,
Hong Kong 

HKD 500万
電気部品等の 

仕入・販売 被所有 19.3 役員の兼任等・・・１名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電気機器等の販売事業 449

物資等、医薬品及び医療器具等の販売事業 168

不動産開発及び賃貸管理事業 25

全社（共通） 122

合計 764

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

26 40.9 7.9 5,497 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期のわが国経済は、好調な企業業績を背景として設備投資の増勢が続き、輸出も拡大基調となり、緩やかな個人

消費の伸びとともに全体として引き続き底堅く推移しました。一方海外においては、原油を中心にエネルギー価格の

高止まりや米国経済における住宅市場の低迷があったものの、欧州経済はドイツを中心に輸出と設備投資が牽引して

堅調を維持し、またアジアでは中国、インドを中心とした高水準の投資拡大で高い成長が続き、全体としても緩やか

な景気回復基調が続きました。 

このような状況のなかで、当社グループは従来の電気機器等や物資等の主力事業に加えて、新たな中国事業の構

築に注力いたしました。その一つが中国医薬卸販売事業への進出です。 

少子高齢化時代が到来し医療費の削減が進む日本医薬業界と農村医療改革等の医療改革が進み始め、今後医療環

境の大きな改善が予想される中国医薬業界の架け橋となるべく、当社グループは中国で初認可となる外資１００％

出資の医薬卸会社を設立し、中国大手医薬企業１７３社をパートナーとする全国販売網を構築しました。また、市

場調査やライセンス申請代行業務も順調に実績を増やしております。今後は、中国医療改革の進展とともに中国医

薬流通業界も更なる業界再編と淘汰が進むと思われますが、当社グループはＭ＆Ａや資本・事業提携を有効に活用

したより強固で戦略的な直販体制を構築して参る所存です。 

また、グループ販売戦略の も効率的な販売体制を整え、売上拡大と安定した収益の確保及び新規顧客の獲得に

務めて参りました。 

その結果、当期の売上高は２８２億９千３百万円（前期比７.８％増）を計上いたしました。 

利益面につきましては、中国事業への投入費用や、のれん償却額の発生などにより、営業利益は５億９千１百万

円（前期比１７.１％減）となり、支払利息の減少、為替相場の影響が軽微で抑えられたことなどが要因して、経常

利益は５億９千３百万円(前期比６.７％減)となりました。 

また、経営基盤の改善を図り、固定化債権の譲渡による債権譲渡損が発生したため、当期純利益４億１千８百万

円（前期比１８.１％増）を計上いたしました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

① 電気機器等の販売事業 

当社グループの主要品目であるカラーテレビは、長年に亘る販売網の構築によりヨーロッパ、東南アジアや中南米

地域において安定した需要を続けており、特に中南米地域では年々マーケットを拡大し、当期の売上は前期に比べ、

２７.９％増加いたしました。しかしヨーロッパ、東南アジア地域が振るわなかったため全体的な売上は前期に比べ

３.４％減少いたしました。ラジオカセットレコーダーについては発売よりヨーロッパ地域を中心として販売を行っ

てまいりましたが、当期よりアジア地域でも販売を開始し売上拡大に努めましたものの不調に終わり前期に比べ２

７.０％減少いたしました。ＤＶＤプレーヤーについてはヨーロッパ及び中南米地域においてシェアの拡大を図り、

順調に推移した結果、前期に比べ売上を８.６％伸ばすことができました。また、販売力の強化を図り当期より新製

品として、ミュージックセンターの発売を開始し初年度売上６億１千万円を計上いたしました。その結果当部門全体

として、売上高２２７億５千３百万円（前期比０.３％増）を計上いたしました。 

② 物資等、医薬品及び医療器具等の販売事業 

医薬品等の販売部門については、中国医療改革の進展状況を睨みながら、戦略的な直販体制の構築を進める一

方、重要拠点には物流卸センターを配置し、独自のＩＴ情報システムを使用した物流・流通在庫・履歴管理システ

ムを導入して、メーカー、小売、病院に付加価値の高い情報の提供に務め、利益率の高いビジネスモデルを構築し



てゆく予定です。 

物資等の販売部門については、家庭用品等及び金属加工品ともに堅実な取引を維持した結果、当部門の売上高は

５０億１千７百万円（前期比６６.９％増）を計上いたしました。 

③ 不動産開発及び賃貸管理事業 

不動産開発及び建物賃貸を中心とした事業を行っていますが、現在中国深セン市政府の依頼により、深セン市中心

部に保有する１３６千平方メートルの土地開発を進めております。尚、当期の建物賃貸及び管理業務による売上高

は５億２千１百万円（前期比４.７％減）を計上いたしました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

① アジア 

アジア地域は、新規医薬品等販売事業の中国における販売網構築に注力し、全国ネットの販売体制を整え、いよ

いよ日本や欧米の医薬・医療メーカーの製品の取引を開始する運びとなりました。 

電気機器販売においては、カラーテレビ等の主要製品が伸び止まりのなか、新たにラジオカセットレコーダーを

ラインナップに加え、更に新製品ミュージックセンターを投入しアジア市場の活性化を図り販売強化を実施いたし

ました。その結果、売上高１１２億９千２百万円（前期比３.７％増）を計上いたしました。 

  

② ヨーロッパ 

ヨーロッパ地域は、薄型大画面テレビの需要が拡がり、当社の従来型テレビは厳しい販売環境の 

なかで苦戦を強いられたものの、新製品ミュージックセンターの投入による売上の拡大や、家庭用品等の大量注文

が入ったことで目標以上の売上を達成することができたため、売上高１０５億４千１百万円（前期比４.７％増）を

計上することができました。 

  

③ 中南米 

中南米地域は、販売方針としてカラーテレビ群とＤＶＤプレーヤー群の２品目に絞って販売活動を進めており、

代理店を中心に新規マーケットの開拓、販売網の整備を続けてきましたが、漸く新しい販売ルートを設け、市場の

拡大を図ることができました。その結果、売上高６４億５千８百万円（前期比２２.２％増）を計上いたしました。

  

  



  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) の期末残高は、６億７千７百万円とな

り前期末残高に比べ１６.４％減少いたしました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は、２億１千万円（前期比７１.１％減）の増加に止まりましたが、これは主に新規事

業に係わる費用の支出及び、新製品の販売条件において決済日が従来より延びたことにより微増となりまし

た。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は５千８百万円（前期比１３.７％増）となり、その主な要因は有形固定資産

の取得等及び貸付金の発生によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は、３億１千万円（前期比１７１.９％増）の減少となりました。その主な資金の流出

は借入金の返済及び配当金の支払いによるものです。 

  

なお、連結貸借対照表で上記以外に新たな貸付金６５億２千万円が発生しておりますが、当社保有の売掛金

債権の譲渡代金を譲渡先への貸付金債権としたため、キャッシュ・フローには反映させておりません。 

  

なお、「事業の状況」に記載の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



  
２ 【仕入、成約及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

  

① 当連結会計年度の電気機器販売事業における製品仕入高を示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は仕入価格をもって表示しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 製品仕入高は、当社の設計又は仕様等による製品の、生産体制の一環として位置づけている製造委託先からの仕入高であ

ります。 

  

② 当連結会計年度の物資等販売事業における仕入高を示すと次のとおりであります。 

  

(注) 金額は仕入価格をもって表示しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

(2) 成約状況 

  

 当連結会計年度のセグメント別成約状況を示すと次のとおりであります。 

  

(注)１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 成約残高は年度末の為替相場によって算出しております。なお、為替換算差額は成約高で調整しております。 

  

セグメント別 品目別 金額(千円) 前年同期比(％) 

電気機器等の販売事業 
映像機器 20,397,606 △0.5 

音響機器 1,749,301 10.5 

合計 22,146,908 0.3 

セグメント別 品目別 金額(千円) 前年同期比(％) 

物資等の販売事業 
家庭用品等 3,269,521 84.1 

資材等 715,464 △17.5 

合計 3,984,985 50.7 

セグメント別 品目別 

期首成約残高 成約高 成約残高 

金額(千円) 
前年同期比

(％) 
金額(千円)

前年同期比
(％) 

金額(千円) 
前年同期比 

(％) 

電気機器等 

の販売事業 

映像機器 3,164,389 △4.3 21,304,835 1.9 3,529,010 11.5

音響機器 209,915 △2.7 1,862,140 13.4 258,544 23.2

小計 3,374,304 △4.2 23,166,976 2.8 3,787,555 12.2

物資等の 

販売事業 

家庭用品等 327,015 △27.7 3,452,196 101.7 403,245 23.3

資材等 － － 1,641,970 74.3 － －

小計 327,015 △27.7 5,094,167 92.0 403,245 23.3

不動産開発及び賃貸管理事業 － － 521,485 △4.7 － －

合計 3,701,319 △11.9 28,782,628 11.8 4,190,800 13.2



  
(3) 販売実績 

当連結会計年度のセグメント別販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 新規事業である医薬品及び医療器具等の販売事業については、まだ売上の計上に至っておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

   なお、プロミネントトレーディング社との取引は、ハムフォードオーバーシーズ社との直接取引に移行しております。

  

  

セグメント別 品目別 金額(千円) 前年同期比(％) 

電気機器等の販売事業 

映像機器 20,940,214 △0.5 

音響機器 1,813,510 10.1 

小計 22,753,725 0.3 

物資等の販売事業 

家庭用品等 3,375,966 83.8 

資材等 1,641,970 40.4 

小計 5,017,936 66.9 

不動産開発及び賃貸管理事業 521,485 △4.7 

合計 28,293,147 7.8 

前連結会計年度 当連結会計年度 

相手先 金額(千円) 割合(％) 相手先 金額(千円) 割合(％) 

プロミネント 
トレーディングLTD． 

13,650,801 52.0
ハムフォード
オーバーシーズLTD. 

20,940,214 74.0

ハムフォード 
オーバーシーズLTD. 

7,390,788 28.2
カルダー トレーディ
ング LTD. 

5,189,477 18.3

合計 21,041,590 80.2 合計 26,129,691 92.4



  
３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、懸念事項については早急な取り組みを行うとともに、戦略重視の経営を計画的に継続的に遂行

し、事業の拡大と堅固な経営基盤を確立すべく全力を尽くしております。 

その主な対処すべき課題及び施策の内容は以下のとおりです。 

① 国内外における販売市場の開拓及び販売網の整備、新製品の開発など主要事業の拡充 

 当社グループは、電気機器等の販売を主軸としており、手頃な価格帯で提供する映像・音響製品を中心に海外市場

に向けて販売をしておりますが、現在アジア・ヨーロッパ・中南米地域で広く需要があるものの、業績の拡大を図る

うえでは新たな販売市場の開拓に取り組み、更に付加価値の高い良質な製品を開発し提供することが不可欠であると

考えております。 

当事業年度においては、新製品としてミュージックセンターを導入し品揃えの充実を図りました。 

  

② アジア地域における医薬品及び医療器具等の卸販売事業の育成及び拡充 

   当社グループは、平成17年11月に医薬品及び医療器具等の卸販売事業を立上げ、中国政府の支援の下で事業を展

開し、中国大手医薬企業１７３社をパートナーとする中国における全国販売網を確立するまでに至りました。今後

の展開としては収益を確保し経営を軌道に乗せることが急務であると考えております。 

  

③ コーポレートガバナンスを徹底した経営管理の実践による企業価値の向上 

 当社グループは、企業価値の継続的な向上と企業の社会的責任を果たし、株主や顧客などすべてのステークホルダ

ーから信頼される企業を目指しています。そのためには、コーポレートガバナンスを確立し、経営管理組織の透明

性、健全性を高め、的確かつ迅速な経営の意志決定と適正な業務執行体制を確立することが重要課題であると認識し

ています。現在、各部門の機能や業務執行の範囲についての見直しを図り業務分掌規定の整備を進めております。 

  

④ キャッシュ・フローを重視した経営管理の実践 

 当グループは、キャッシュ・フロー経営を実践することにより、バランスの取れた経営を目指し、財務体質の強化

を進めております。現在具体的な取り組みとして、各事業部単位で毎月のキャッシュ・フローの成果を指標として、

事業活動の内容を分析し、強化すべき点や改良すべき点等を検討し改めることで、各事業部のキャッシュ・フローの

意識向上を進めております。 

  

⑤ 債権の早期回収と有利子負債の削減 

 親会社における財務の課題として、長期計画に基づき進めている債権・債務の圧縮については、債権者や債務者と

長期間に亘る話し合いにより、債権・債務の譲渡や相殺等で圧縮処理を進めております。当事業年度におきまして

は、およそ６０億９千１百万円の債務を削減いたしました。更に、債権の回収及び債務の削減に努め財務体質の強化

を進めてゆく所存です。 

  



  
４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

① 映像機器への高い依存度について 

当社グループの売上高に占める映像機器製品の割合は、当期は７４.０％を占めていて、なかでもカラーテレビの占

める割合が５４.３％、と非常に高いという特徴を持っております。 

現在カラーテレビの業界においては、プラズマや液晶など薄型テレビの技術革新及び高級化が急速に進み、従来型テ

レビの将来が懸念されるなかにあっても、当社のテレビは世界の市場のなかで根強くまだ多くの需要がありますので、

現製品群の範囲で高品質化並びに低価格化を目指し、長期的に愛用される製品を提供して参りたいと考えております。 

しかし一方では、新しい商品の開発、育成に注力しており、カラーテレビへの依存度を徐々に下げるべく努力も進め

ております。 

② 借入金債務について 

当社の借入金債務につきましては、平成１３年３月期以降返済計画どおりに順次有利子負債の削減が進み、当期末現

在においては１６９億９千７百万円まで減少しております。 

尚、本年４月に借入金債務の株式化による第三者割当増資を実施し、現時点の借入金残高は８３億６千８百万円とな

っております。 

  

  
  
５ 【経営上の重要な契約等】 

 特記事項はありません。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 
  
  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れております。この連結財務諸表は、当社グループの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績及び連結キャッシュ・フローの状況等を適正に表示しております。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、世界経済が総じて緩やかな回復基調が続いたものの、主要部門

である電気機器等は、厳しい販売環境のなかで苦戦をいたしましたが、新規顧客の獲得や新製品の投入など、グ

ループ販売戦略を実践いたしました。この結果、当連結会計年度の売上高は、２８２億９千３百万円、営業利益

５億９千１百万円を計上し、当初の売上目標を達成することができました。更に、電気機器等の主力事業に加え

て、当社グループは中国で初認可となる外資１００％出資の医薬卸会社を設立し、医薬品卸販売事業への進出を

果たしました。医薬卸会社は、全国ネットの販売網を構築するとともに、長春市において、現地医薬メーカーと

の合弁による医薬品卸販売事業をスタートさせるため、次期の業績に寄与するものと考えております。 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

今後の経営成績に影響を与える要因としては、テレビの市場が薄型テレビへと移行しているなかで、当社の従

来型のテレビがいつまで販売力を維持していけるかが大きな課題となっております。現在、テレビに代わる商品

の開発を進め、テレビの売上割合を減少させる政策を進めておりますが、まだ時間を要するものと考えておりま

す。 

(4) 経営戦略の現状と見通し 

    当社グループは、これらの状況を踏まえて、より安定供給できる新たな販売網の確立と新商品の開発を進め、

更には中国における医薬品等の販売、精密金属成型及び不動産開発等それぞれの事業の育成を目指すことが急務

であると考えております。 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資本の財源は、主に売上代金及び貸付金の回収並びに賃貸家賃収入であり、安定した収入源を

確保しております。更に当事業年度においても、債権・債務の圧縮計画により当社保有の債権の一部を債務の弁

済に充てるなど債権の回収を進めました。 

適正な手元流動性資金を確保するために、各事業部においてキャッシュ・フロー評価指標に基づく収益管理を

行っております。 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

    当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき、 善の経営方針を立案し、迅速に展

開するよう務めております。当社グループは、ますます変化の激しい電気業界市場、並びに新たに参入した医薬・

医療業界において適切でかつ柔軟な戦略をもって新興市場の開拓に乗り出し、販売拠点を世界各地に拡大させてゆ

く所存でおります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資につきましては、営業に重要な影響を及ぼすものはありませんでした。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

主要な設備は次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記本社事務所は賃借しており、年間賃借料は13,640千円であります。 

３ その他には、工具・器具及び備品 951千円が含まれております。 

  

(2) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械及び
運搬具 

その他 合計 

本社 
(東京都大田区) 

管理業務・ 
電気機器等 
及び物資等 
の販売事業 

その他の設備
 

― ― 951 951 26 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの

名称 
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械及び
運搬具 

その他 合計 

隆邦医葯貿易 
有限公司 

本  店 
(中国吉林省 
長春市) 

医薬品及び
医療器具等
の販売事業 

その他の設備 ― 6,014 8,495 14,509  45 

深セン皇冠 
(中国)電子 
有限公司 

本社・事務所 
(中国広東省 
深セン市) 

不動産開発
及び賃貸管
理事業 

賃貸設備 491,263 37,764 3,399 532,427 158 

深セン皇冠 
金属成型 
有限公司 

本社・工場 
(中国広東省 
深セン市) 

電気機器等
及び物資等
の販売事業 

その他の設備 ― 160,632 9,431 170,064 533 

CROWN 
PRECISION 
(HK)CO.,LTD. 

本  店 
(CausewayBay, 
Hong Kong) 

管理業務 ― ― ― ― ―  2 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成19年3月16日開催の取締役会において、第三者割当増資（現物出資）による新株式発行に関して決議され、当

事業年度末後の平成19年4月17日付で新株式4,793,000株を発行いたしました。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  
  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 41,000,000

計 41,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 10,749,176 15,542,176

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 10,749,176 15,542,176 ― ― 



  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成17年6月29日開催の定時株主総会における損失処理の決議に基づき、資本準備金の全額4,417,175,160円を欠損の補填

に充てております。 

２ 平成17年6月29日開催の定時株主総会における資本減少の決議に基づき、効力発生日の平成17年8月4日付で、欠損の補填

に充てる額の資本金2,820,067,719円を減少いたしました。同様に、株式10株を1株とする株式併合が決議され、発行済株

式総数33,112,584株を減少いたしました。 

３ 平成17年5月20日開催の取締役会において、第三者割当増資による新株式発行に関し決議され、平成17年8月5日付で発行

株式数が7,070,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ3,535,000,000円増加しております。 

４ 平成19年3月16日開催の取締役会において、第三者割当増資による新株式発行に関し決議され、平成19年4月17日付で発行

株式数が4,793,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ4,313,700,000円増加しております。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式6,078株は、「個人その他」に60単元、「単元未満株式の状況」に78株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、62単元含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年 6月29日(注)１ ― 36,791 ― 3,135,588 △4,417,175 ―

平成17年 8月 4日(注)２ △33,112 3,679 △2,820,067 315,520 ― ―

平成17年 8月 5日(注)３ 7,070 10,749 3,535,000 3,850,520 3,535,000 3,535,000

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状

況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

－ 23 40 66 42 2 5,172 5,345 － 

所有株式数 
(単元) 

－ 3,297 1,654 5,251 71,888 3 25,285 107,378 11,376 

所有株式数 
の割合(％) 

－ 3.1 1.5 4.9 66.9 0.0 23.5 100 － 



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

  
  

 (7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式数(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,200株含まれております。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数62個が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

皇冠貿易(香港)有限公司 

(常任代理人㈱みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室) 

Whitfield Road,Causeway Bay, Hong Kong
 (中央区日本橋兜町6番7号) 

2,070 19.25

キロ パワー リミテッド 

(常任代理人ネットトラスト㈱) 

P.O.Box 116 Road Town, Tortola, British 

Virgin Islands  

(大田区大森北1丁目23番1号) 

1,100 10.23

ニュー プレッジ インベストメ

ント リミテッド 

(常任代理人ネットトラスト㈱) 

P.O.Box  957,Offshore  Incorporations 

center, Road Town Tortola, B.V.I. 

(大田区大森北1丁目23番1号) 

1,000 9.30

マックスインベスト リミテッド 

(常任代理人㈱みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室) 

P.O.Box N-4875 Nassau, Bahamas 

(中央区日本橋兜町6番7号) 
1,000 9.30

サイノ ブライト リミテッド 

(常任代理人ネットトラスト㈱) 

The Creque Building 216  

Main Street, Road Town, Tortola B.V.I. 

(大田区大森北1丁目23番1号) 

530 4.93

ハムフォード オーバーシーズ 

リミテッド 

(常任代理人ネットトラスト㈱) 

80  Broad  Street,  City  of  Monrovia, 

County  of  Montserrado,  Republic  of 

Liberia (大田区大森北1丁目23番1号) 

520 4.83

フオーチューン スプライト 

ホールディングス ミテッド 

(常任代理人ネットトラスト㈱) 

RM904-8,  9/F  Kai  Tak  Comercial  BLDS, 

317-9 Des Voeux Road, Central, Hong Kong 

 (大田区大森北1丁目23番1号) 

500 4.65

フェアーシャイングループリミ

テッド 

(常任代理人フォーシーズン㈱) 

502 5/F Manley Commercial Building 367-

375 Queen’s Road Central. Hong Kong 

(荒川区南千住8丁目51番1号) 

350 3.25

株式会社クラウンユナイテッド 東京都大田区大森北1丁目23番1号 211 1.97

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町1丁目2番10号 134 1.25

計 ― 7,416 68.99

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式    6,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,731,800 107,318 ― 

単元未満株式 普通株式   11,376 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 10,749,176 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,318 ― 



平成19年３月31日現在 

  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
宮越商事株式会社 

東京都大田区大森北 
１丁目23番１号 

6,000 ― 6,000 0.05 

計 ― 6,000 ― 6,000 0.05 



  
２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

  

会社法第155条第７号による取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含まれておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 3 9 

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 502 1,020 

当期間における取得自己株式 38 76 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他      ― ― ― ―

保有自己株式数 6,078         ― 6,116              ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要課題と考えており、業績に対応した配当を行うことを基本方針とし

ております。毎事業年度において剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年２回とし、これらの配当の決定機関は、

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。一方で、企業体質の強化、今後の事業拡大並びに商品開発等

の資金需要に備えるべく内部留保の充実を基本方針としております。なお、当事業年度の剰余金の配当につきまして

は、遺憾ながら無配とさせていただきましたが、内部留保資金の使途につきましては、新規事業への開発費用として

投入させていただくこととしております。今後ともより一層、財務基盤を充実させ業績の回復・安定を図り、一日も

早く株主の皆様のご期待に添えるよう努力をしてゆく所存です。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) １ 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ ※印は、単元株式数を1,000株から100株へ変更後の株価であります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 116 163 160 ※ 5,970 4,290

低(円) 55 62 93 100 1,466

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高(円) 2,285 2,060 1,868 2,655 2,300 2,140

低(円) 2,020 1,466 1,551 1,564 1,865 1,831



  
５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 代表取締役副社長宮越一光は、代表取締役会長兼社長宮越邦正の実兄であり、監査役野村富孝は、同会長兼社長の義兄で

あります。 

２ 監査役高建群及び銭鋼は、会社法第２条第１６号に定める「社外監査役」であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(百株) 

取締役 
会長兼社長 代表取締役 宮 越 邦 正 昭和16年２月６日生

昭和43年７月 東邦電器㈱設立 同社代表

取締役社長 

平成19年 
6月～1年 

―

昭和56年６月 ㈱クラウンユナイテッド

代表取締役社長(現) 

昭和58年８月 当社入社 代表取締役会長 

昭和59年８月 当社代表取締役社長 

平成５年６月 当社代表取締役会長(現) 

平成13年６月 当社代表取締役社長(現) 

平成17年11月 隆邦医葯貿易有限公司 董

事長(現) 

取締役 
副社長 代表取締役 宮 越 一 光 昭和９年４月30日生

昭和44年12月 東邦電器㈱ 同社取締役長

野工場長 

平成19年 
6月～1年 

５０
昭和59年８月 当社入社 当社専務取締役 

昭和61年６月 ㈱クラウンユナイテッド取

締役副社長（現） 

昭和61年６月 当社代表取締役副社長(現) 

取締役 管理本部長 板 倉 啓 太 昭和24年２月23日生

昭和58年３月 ㈱クラウンユナイテッド入

社 

平成19年 
6月～1年 

１０

昭和63年６月 同社取締役(現) 

平成５年２月 当社入社 管理部長 

平成５年６月 当社取締役経理部長 

平成７年１月 当社取締役管理本部長(現) 

平成17年11月 隆邦医葯貿易有限公司 董

事(現) 

取締役 非常勤 井 出   洌 昭和22年10月13日生

昭和52年２月 東邦電器㈱入社 

平成19年 
6月～1年 

２

昭和57年２月 同社生産技術部長 

平成２年６月 深圳皇冠(中国)電子有限公

司 董事・副総経理 

平成10年10月 皇冠貿易(香港)有限公司

董事・総経理(現) 

平成13年６月 深圳皇冠(中国)電子有限公

司 董事・総経理(現) 

平成15年２月 深圳皇冠金属成型有限公司

副董事長 

平成17年６月 当社取締役（現） 

監査役 常勤 野 村 富 孝 昭和10年１月９日生

昭和50年７月 ㈱クラウンユナイテッド入

社 平成19年 
6月～4年 

５
平成３年５月 当社入社 当社庶務部長 

平成４年６月 当社常勤監査役(現) 

監査役 非常勤 高   建 群 昭和28年2月12日生

平成９年４月 株式会社日本アイ・ジェ

イ・ティ入社 
平成19年 
6月～4年 

－

平成18年６月 当社非常勤監査役(現) 

監査役 非常勤 銭     鋼 昭和35年７月8日生

平成17年９月 中国江蘇滬寧鋼機股份有限

公司入社 
平成19年 
6月～4年 

－

平成18年６月 当社非常勤監査役(現) 

計 ６７



  
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、企業価値の継続的な向上と株主をはじめ、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たし、株主や顧客などすべ

てのステークホルダーから信頼される企業を目指しています。 

そのためには、コーポレート・ガバナンスを確立し、経営管理組織の透明性、健全性を高め、的確かつ迅速な経

営の意思決定と適正な業務執行体制を確立することが、重要課題であると認識しております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

当社は取締役の員数を10名以内とし、選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決

権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。取締役会

は、現在取締役４名（現在社外取締役の選任はありません。）で構成されており、月１回の定例取締役会のほか、

必要に応じて適時臨時取締役会を開催しております。更に、意思決定の 高機関として、幅広い情報の収集と、迅

速で的確な決定を行うとともに、業務執行の監督機関として運営されております。 

業務執行につきましては、適時開催される役員と執行部門長で構成されている経営会議において重要案件が審議

され、情報の共有化、執行の効率化、更に部門間の牽制を図っております。 

 当社は、自己株式の取得について経営諸施策の機動的な対応を図るため、会社法第165条第2項の規定に基づき、

取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、社内統一したリスク対応マニュアルに基づき整備を行っており、全社員のリスクに対

する意識の向上と早期対応を行うことでリスク回避を図っております。業務執行上のリスクについては、各部門に

おいて重要性に捉われることなく予測できるリスクについて話し合いがなされ、部門内で早期問題解決の取り組み

が行われ、また、重要事項については経営会議で審議し、その決定に基づいて対処しております。 

更に、コンプライアンス重視の観点から、会計監査人、顧問弁護士、顧問税理士、それぞれの分野で企業活動に

対しての法律上の判断に関する事項について適時適正な指導を受けております。 

(3) 内部監査及び監査役（監査役会）監査の状況 

 当社は、監査役制度を採用しており、常勤監査役１名と非常勤監査役２名計３名の監査役（うち社外監査役２

名）が、取締役の業務執行状況並びに業務の適法性を監査しております。 

なお、常勤監査役の野村富孝は、代表取締役会長兼社長宮越邦正の義兄にあたりますが、当社との取引関係及び特

別な利害関係はありません。また、社外監査役の高建群および銭 鋼の両名においても記載すべき事項はありませ

ん。 

(4) 役員報酬の内容 

 当社の社内取締役４名の年間報酬総額は、１千８百万円であります。なお、当該金額には使用人兼務役員（１

名）に対する使用人給与相当額８百万円は含んでおりません。 

 また、監査役３名の年間報酬総額は、１千３百万円（うち社外監査役２名に対する年間報酬総額は９百万円）で

あります。 

(5) 会計監査の状況及び報酬の内容 

 当社の会計監査業務を執行した会計監査人は、公認会計士内田吉穂氏（継続監査年数12年）及び、公認会計士廣

田潤氏（継続監査年数3年）であり、会計監査業務に係る補助者は公認会計士１名、その他３名であります。監査証

明の審査体制につきましては、公認会計士大掛勝之氏が審査の担当を行っております。 

両氏の事務所と締結した「公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬」の報酬額は１千５百万円で

あります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、公認

会計士内田吉穂及び公認会計士廣田潤両氏による監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

 １ 現金及び預金   810,483 677,764  

 ２ 売掛金   6,444,451 9,627,478  

 ３ たな卸資産   121,708 142,350  

 ４ 未収入金   78,901 2,320,659  

 ５ その他   57,639 68,936  

    貸倒引当金   ― △12,905  

   流動資産合計   7,513,184 20.7 12,824,284 43.1

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産      

  (1) 建物 2,540,012 ―    

      減価償却累計額 △1,955,768 584,243 ― ―  

  (2) 機械装置 1,080,288 ―    

      減価償却累計額 △934,672 145,616 ― ―  

  (3) 車両及び運搬具 17,312 ―    

      減価償却累計額 △8,028 9,284 ― ―  

  (4) 工具器具備品 385,496 ―    

      減価償却累計額 △335,162 50,333 ― ―  

  (5) 建物及び構築物 ― 2,562,385    

      減価償却累計額 ― ― △2,071,122 491,263  

  (6) 機械装置及び運搬具 ― 1,392,745    

      減価償却累計額 ― ― △1,188,334 204,410  

  (7) その他 ― 85,920    

      減価償却累計額 ― ― △63,642 22,278  

   有形固定資産合計   789,477 2.2 717,952 2.4

 ２ 無形固定資産      

  (1) のれん   ― 2,325,727  

  (2) 連結調整勘定   2,446,992 ―  

  (3) 土地使用権等   1,936,719 1,908,957  

   無形固定資産合計   4,383,711 12.1 4,234,684 14.2

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券   ― 10,000  

  (2) 長期貸付金   ― 6,520,234  

  (3) 長期未収入金   26,537,183 5,250,270  

  (4) 長期前払費用   7,372 1,470  

  (5) 差入保証金   13,879 33,804  

  (6) 投資不動産 ※１   65,594 65,146  

  (7) その他   103,194 104,103  

      貸倒引当金   △3,151,000 △2,295  

   投資その他の資産合計   23,576,224 65.0 11,982,735 40.3

   固定資産合計   28,749,414 79.3 16,935,372 56.9



   資産合計   36,262,598 100.0 29,759,657 100.0

       



    

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

 １ 買掛金   4,371,109 3,157,207  

 ２ 短期借入金   4,419,792 4,228,791  

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金 

  4,430,765 4,448,765  

 ４ 未払金   542,574 634,795  

 ５ 未払費用   5,551,562 5,511  

 ６ その他   416,639 393,500  

   流動負債合計   19,732,443 54.4 12,868,571 43.2

Ⅱ 固定負債      

 １ 長期借入金   8,368,172 8,320,172  

 ２ 退職給付引当金   28,641 64,870  

   固定負債合計   8,396,813 23.2 8,385,042 28.2

   負債合計   28,129,256 77.6 21,253,614 71.4

       

(少数株主持分)      

  少数株主持分   385,389 1.1 ― ―

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※３   3,850,520 10.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   3,535,000 9.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   354,257 1.0 ― ―

Ⅳ 為替換算調整勘定   16,257 0.0 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４   △8,083 △0.0 ― ―

   資本合計   7,747,951 21.4 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

  36,262,598 100.0 ― ―

       



    

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

 １ 資本金   ― ― 3,850,520 12.9

 ２ 資本剰余金   ― ― 3,535,000 11.9

 ３ 利益剰余金   ― ― 634,527 2.1

 ４ 自己株式   ― ― △9,113 △0.0

   株主資本合計   ― ― 8,010,934 26.9

Ⅱ 評価・換算差額等      

 １ 為替換算調整勘定   ― ― 54,444 0.2

   評価・換算差額等合計   ― ― 54,444 0.2

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 440,663 1.5

   純資産合計   ― ― 8,506,042 28.6

   負債純資産合計   ― ― 29,759,657 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   26,242,696 100.0 28,293,147 100.0

Ⅱ 売上原価   24,972,540 95.2 26,948,086 95.2

   売上総利益   1,270,155 4.8 1,345,060 4.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

 １ 役員報酬 29,601 47,638    

 ２ 給与手当・賞与 44,098 104,483    

 ３ 退職給付費用 14,192 35,280    

 ４ 福利厚生費 32,267 43,393    

 ５ 荷造運賃 36,548 48,170    

 ６ 旅費交通費 47,219 68,234    

 ７ 支払手数料 107,855 82,494    

 ８ 減価償却費 3,856 8,373    

 ９ 賃借料 13,309 42,236    

 10 租税公課 33,984 29,156    

 11 通信費 6,474 8,706    

 12 雑費 11,728 26,979    

 13 のれん償却額 ― 129,625    

 14 連結調整勘定償却額 128,789 ―    

 15 貸倒引当金繰入額 ― 15,200    

 16 その他 47,132 557,058 2.1 63,760 753,733 2.7

   営業利益   713,096 2.7 591,327 2.1

Ⅳ 営業外収益      

 １ 受取利息 3,759 8,602    

 ２ 為替差益 77,068 2,034    

 ３ 雑収入 18,242 99,070 0.4 8,913 19,550 0.1

Ⅴ 営業外費用      

 １ 支払利息 96,057 4,254    

 ２ 雑損失 80,270 176,327 0.7 13,552 17,806 0.1

   経常利益   635,839 2.4 593,071 2.1



    

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益      

 １ 貸倒引当金戻入額 13,461,800 2,349,000    

 ２ その他 ※３ ― 13,461,800 51.3 2,153 2,351,153 8.3

Ⅶ 特別損失      

 １ 債権譲渡損 13,605,912 2,412,451    

 ２ 減損損失 ※４ 25,173 ―    

 ３ その他 ※５ ― 13,631,085 51.9 5,619 2,418,071 8.5

   税金等調整前 
   当期純利益 

  466,553 1.8 526,153 1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  62,148 0.2 57,385 0.2

   少数株主利益   50,146 0.2 50,318 0.2

   当期純利益   354,257 1.3 418,449 1.5

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,417,175 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   増資による新株の発行   3,535,000 3,535,000 

Ⅲ 資本剰余金減少高     

   資本準備金取崩額   4,417,175 4,417,175 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   3,535,000 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △7,237,242 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   資本準備金・利益準備金 
    取崩による損失金処理 

  4,661,954   

   資本減少による欠損填補額   2,820,067   

   当期純利益   354,257 7,836,280 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

   利益準備金取崩高   244,779 244,779 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   354,257 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 3,850,520 3,535,000 354,257 △8,083 7,731,694

連結会計年度中の変動額     

 剰余金の配当   △138,180   △138,180

 当期純利益   418,449   418,449

 自己株式の取得   △1,030 △1,030

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)     

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) ― ― 280,269 △1,030 279,239

平成19年３月31日残高(千円) 3,850,520 3,535,000 634,527 △9,113 8,010,934

  
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 16,257 16,257 385,389 8,133,341

連結会計年度中の変動額    

 剰余金の配当   △138,180

 当期純利益   418,449

 自己株式の取得   △1,030

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 38,187 38,187 55,274 93,461

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 38,187 38,187 55,274 372,701

平成19年３月31日残高(千円) 54,444 54,444 440,663 8,506,042



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

   税金等調整前当期純利益   466,553 526,153

   減価償却費   123,332 157,556

   減損損失   25,173 ―

   貸倒引当金の減少   △13,461,800 △3,135,800

   退職給付引当金の増加   15,273 36,229

   受取利息   △779 △8,602

   支払利息   96,057 4,254

   為替差益   △92,392 △13,700

   売上債権の増減額（増加：△）   863,741 △2,260,408

   たな卸資産の増加   △31,816 △19,626

   仕入債務の増減額（減少：△）   △1,222,796 1,376,878

   債権譲渡損   13,605,912 3,214,451

   その他   429,099 392,748

    小計   815,556 270,133

   利息の受取額   3,968 8,507

   利息の支払額   △5,290 △4,900

   法人税等の支払額   △87,636 △63,427

   営業活動によるキャッシュ・フロー   726,598 210,313

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

   有形固定資産の取得による支出   △8,371 △41,213

   有形固定資産の売却による収入   451 2,040

   貸付けによる支出   △41,400 △30,400

   貸付金の回収による収入   1,000 11,200

   連結の範囲の変更に伴う 
   子会社株式の取得による支出 

※２ △2,745 ―

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △51,065 △58,373

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

   短期借入れによる収入   175,892 ―

   短期借入金の返済による支出   △60,207 △147,249

   長期借入金の返済による支出   △20,400 △30,000

   自己株式取得による支出   △4,126 △1,030

   配当金の支払額   △208,983 △138,180

   為替差益   3,765 6,319

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △114,060 △310,139

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △3,496 25,479

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   557,977 △132,719

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   252,506 810,483

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 810,483 677,764

     



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項  連結子会社の数 ４社 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況 ４.関連会社の状況」に記載して

いるため、省略しております。 

  

 連結子会社の数 ４社 

       同左 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

  該当関連会社はありません。 

 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

       同左 

 

  (2) 持分法を適用しない関連会社数 

  該当関連会社はありません。 

 

(2) 持分法を適用しない関連会社数 

       同左 

 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社４社は、いずれも12月31

日を決算日としております。連結財務

諸表の作成に当たっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引について、連結上必

要な調整を行っております。 

 

       同左 

 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ) 有価証券 

             

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  (ロ)たな卸資産 

 親会社では主として 終仕入原価に

より評価しております。連結子会社は

主として先入先出法または総平均法に

よる原価法により評価しております。 

  

(ロ)たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

 定率法（連結子会社は定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

  建  物   ・・・ 10～20年 

  機械装置   ・・・ 10年 

  車両及び運搬具・・・ 3～5年 

  工具器具備品 ・・・ 3～14年 

  

(イ)有形固定資産 

定率法（連結子会社は定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

  建物及び構築物・・・・10～20年 

  機械装置及び運搬具・・3～10年 

  その他・・・・・・・・3～14年 

  

  (ロ)無形固定資産  

  土地使用権については、使用年数

に基づく定額法によっております。

ソフトウエア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

  

(ロ)無形固定資産 

土地使用権については、使用年数に

基づく定額法によっております。 



    

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)長期前払費用 

  定額法によっております。 

 

(二)投資不動産 

  定率法によっております。 

  

(ハ)長期前払費用 

同左 

  

(二)投資不動産 

        同左 

 (3) 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支払時全額費用処理をしておりま

す。なお、新株発行費は、損益計算書

上、営業外費用の雑損失に含めており

ます。 

                         

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

  期末債権の貸倒れによる損失に備

えるため、貸倒懸念債権等特定の債

権については、回収可能性を個別に

検討した必要額を計上する方法によ

っております。 

  

(イ)貸倒引当金 

期末債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については回収可能性を個別

に検討した必要額を計上する方法に

よっております。 

  

  (ロ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

  

(ロ)退職給付引当金 

同左 

 (5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めております。 

 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めております。 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当連結会計年

度の費用として処理しております。 

 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、部分時価評価法を採用して

おります。 

 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定については、20年間の

均等償却を行っております。 

 

                         

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

                         のれんについては、20年間の均等償

却を行っております。 

 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいて作成しております。 

 

                         



  
  

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなります。 

 

同左 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響は軽微であり、減

損損失25,173千円を計上いたしました。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき投資不動産の金額から直接控除してお

ります。 

                              

                            貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は8,065,378

千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



 表示方法の変更 

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

                             (連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度において、建物として掲記していたも

のは建物及び構築物、機械装置、車両及び運搬具として

掲記していたものは機械装置及び運搬具、工具器具備品

として掲記していたものはその他、としてそれぞれ当連

結会計年度から表示しております。 

更に、前連結会計年度において、連結調整勘定として

掲記されていたものは、当連結会計年度からのれんと表

示しております。 

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度において、連結調整勘定償却額として

掲記されていたものは、当連結会計年度からのれん償却

額と表示しております。 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１．減価償却累計額 

  

投資不動産 39,600千円

※１．減価償却累計額 

投資不動産 40,048千円 

 ２．保証債務 

   下記の会社の借入金等に対して次のとおり保証

を行っております。 

   上記のうち、外貨建保証債務は、連結会計年度

末の為替相場により円換算しております。 

  

会社名   保証内容   保証残高 

金融機関からの借入金   

クラウン  
ヨーロッパGMBH. 

  
借入金 

保証 
 

1,168,281千円
(EURO 8,180千) 

クラウンUSA,INC.   
借入金 

保証 
 

2,936,750千円
(US$ 25,000千) 

クラウン マーカン 
タイル 
(ユーケー)LTD. 

  
借入金 

保証 
 

575,603千円
(US$  4,900千) 

計   4,680,634千円

 ２．                        

  

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式10,749千株

であります。 

  

 ３．                       

  

※４．自己株式 

  

所有株数 普通株式 5,573株

４．                       

    



  
(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １．１株当たり純資産額        721円17銭 

  

１．                            

 ２．１株当たり当期純利益金額     42円66銭 

  

 ３．                         

  

  

２．                            

  

※３．特別利益「その他」 

    過年度において計上した固定資産税の未払金額

2,153千円を戻入れたことにより、発生したもので

す。 

  

※４．減損損失 

   以下の資産について減損損失を計上いたしまし

た。 

用   途 遊休 

種   類 土地 

場   所 栃木県日光市高徳 

そ の 他 賃貸用不動産 

金   額 25,173千円

４．                            

   ①経緯 

    当該土地については、木造建旅館が建ってお

り、賃貸物件として所有しておりますが、長期間

休止状態が続き、今後も利用見込みが無く地価も

下落しているため、減損損失を認識いたしまし

た。 

  

   ②グルーピング 

    原則として事業部別に区分していますが、将来

の使用が見込まれない遊休資産については、個々

の物件単位でグルーピングをしております。 

  

③回収可能価額の算定方法等 

    正味売却価額、固定資産税評価額基準により算

定しております。 

  

５．                         

  

  

  

  

※５．特別損失「その他」 

   有形固定資産を除却（機械装置5,459千円・運搬

具160千円）したことにより発生したものです。 

  



  
(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) 自己株式の増加株式数505株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

   当連結会計年度において、配当金の支払を実施しておりませんので、該当事項はありません。 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

普通株式 10,749,176 ― ― 10,749,176 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

普通株式 5,573 505 ― 6,078 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

(リース取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日)において、記載すべき該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度において、時価のある有価証券はありません。 

また、時価評価されていない有価証券の内容については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日)において、当グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありませ

ん。 
  
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 810,483千円

現金及び現金同等物 810,483千円

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 677,764千円

現金及び現金同等物 677,764千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の当該会社の資産及び負債の内訳、並びに株

式の取得価額と取得に伴う支出（隆邦医葯貿易有限

公司）との関係は次のとおりであります。 

流動資産 1,173,907千円

固定資産 2,835,634

流動負債 △985,174

固定負債 △ 14,759

少数株主持分 △385,389

連結調整勘定 2,575,781

新規連結子会社４社の 
株式取得額合計 

5,200,000

債権の譲渡による 
新規子会社３社の株式取得額 

△5,000,000

差引：新規連結子会社１社の 
株式取得額(A) 

200,000

新規連結子会社１社の 
現金及び現金同等物(B) 

197,254

差引：新規連結子会社 
株式取得に伴う支出(B)－(A) 

△2,745

２．                           

 ３．重要な非資金取引の内容 

  

① 債権の譲渡による 
  連結子会社株式の取得 

5,000,000千円

② 債務の株式化による資本金
  及び資本剰余金増加額 

7,070,000千円

③ 損失填補による資本金、資本 
  剰余金及び利益剰余金の減少額 

7,482,022千円

 ３．                           



(退職給付関係) 

（注）当社は、従業員数が少なく退職給付の重要性が乏しいため簡便法によっており、また連結子会社においても簡便法によって

いるため、期末自己都合要支給額の全額を退職給付債務として計上しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

   確定給付型の制度として、退職一時金制度を設け

ております。 

２．退職給付債務に関する事項 

  （平成18年3月31日現在） 

３．退職給付費用に関する事項 

   退職給付債務 △28,641千円

   退職給付引当金 △28,641千円

   当期発生退職給付費用 14,192千円

１．採用している退職給付制度の概要 

   確定給付型の制度として、退職一時金制度を設け

ております。 

２．退職給付債務に関する事項 

  （平成19年3月31日現在） 

３．退職給付費用に関する事項 

  退職給付債務 △64,870千円 

  退職給付引当金 △64,870千円 

  当期発生退職給付費用 35,280千円 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   繰延税金資産に対して全額評価性引当額を計上し

ているため記載は省略しております。 

  

  繰延税金資産    

   貸倒引当金 1,218,905 千円

   退職給付引当金 6,171  

   繰越欠損金 5,298,678  

   その他 4,022  

   繰延税金資産小計 6,527,776  

   評価性引当額 △6,527,776  

   繰延税金資産合計 ―  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   繰延税金資産に対して全額評価性引当額を計上し

ているため記載は省略しております。 

  

 繰延税金資産    

  貸倒引当金 4,300千円

  退職給付引当金 26,402  

  繰越欠損金 6,273,712  

  その他 4,226  

  繰延税金資産小計 6,308,643  

  評価性引当額 △6,308,643  

  繰延税金資産合計 ―  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(単位：千円) 

(注)  １.製品・商品の種類、販売方法等の共通性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っており

ます。 

  

２.各事業の主な製品 

  

３.「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりです。 

  
４.減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれています。 

  

  

  
電気機器等 
の販売事業 

物資等の 
販売事業 

不動産開発及び 
賃貸管理事業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益     

 売上高     

(1)外部顧客に対する 
  売   上   高 

22,689,187 3,006,323 547,185 26,242,696 － 26,242,696

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

－ 1,338,381 － 1,338,381 (1,338,381) －

計 22,689,187 4,344,704 547,185 27,581,077 (1,338,381) 26,242,696

  営業費用 22,082,468 4,149,109 453,084 26,684,663 (1,155,064) 25,529,599

  営業利益 606,718 195,594 94,100 896,414 (183,317) 713,096

Ⅱ資産、減価償却費 
 及び資本的支出 

    

 資   産 29,427,897 1,031,623 5,425,634 35,885,156 377,441 36,262,598

 減価償却費 － 14,353 108,098 122,452 216 122,669

 資本的支出 － 8,574 1,437 10,011 175 10,186

事 業 区 分 主  要  製  品 

電気機器等の販売事業 カラーＴＶ、ＤＶＤプレーヤー、ラジオカセットレコーダー 

物資等の販売事業 資材、家庭用品等 

不動産開発及び賃貸管理事業 賃貸料、管理料 

  金額(千円) 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額 
183,317 親会社の本社管理部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含めた資産

の金額 
377,441 

親会社の余資運用資金(現預金等)、 

管理部門に係る資産等 



  
当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

(注)  １．製品・商品の種類、販売方法等の共通性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っており

ます。 

  

２．各事業の主な製品       

  

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりです。 

  
４．減価償却費及び資本的支出には、土地使用権、長期前払費用及び同費用に係る償却額が含まれています。

  

  
電気機器等 
の販売事業 

物資等の 
販売事業 

不動産開発及び 
賃貸管理事業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益     

 売上高     

(1)外部顧客に対する 
  売   上   高 

22,753,725 5,017,936 521,485 28,293,147 － 28,293,147

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

－ － 76,749 76,749 (76,749) －

計 22,753,725 5,017,936 598,234 28,369,896 (76,749) 28,293,147

  営業費用 22,146,908 4,924,561 523,317 27,594,787 107,032 27,701,819

  営業利益 606,816 93,375 74,916 775,108 (183,781) 591,327

Ⅱ資産、減価償却費 
 及び資本的支出 

    

 資   産 9,086,380 1,298,120 5,135,982 15,520,484 14,239,172 29,759,657

 減価償却費 － 16,803 140,155 156,959 130 157,090

 資本的支出 － 43,072 312 43,384 761 44,145

事 業 区 分 主  要  製  品 

電気機器等の販売事業 カラーＴＶ、ＤＶＤプレーヤー、ラジオカセットレコーダー 

物資等の販売事業 資材、雑貨等 

不動産開発及び賃貸管理事業 賃貸料、管理料等 

  金額(千円) 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額 
183,781 親会社の本社管理部門に係る費用等 

消去又は全社の項目に含めた資産

の金額 
14,239,172 

親会社の余資運用資金(現預金等)、 

管理部門に係る資産等 



  
【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(単位：千円) 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  ２．区分に属する主要な国又は地域 

       アジア地域・・・・・中国、シンガポール 

ヨーロッパ地域・・・ドイツ、ポルトガル 

中南米地域・・・・・パナマ、チリ 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の(注).３と同一であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  ２．区分に属する主要な国又は地域   

  アジア地域・・・・・中国、シンガポール 

ヨーロッパ地域・・・ドイツ 

中南米地域・・・・・パナマ 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の(注).３と同一であります。 

  

  アジア ヨーロッパ 中南米 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益     

 売上高     

(1)外部顧客に対する 
  売  上  高 

10,890,538 10,068,795 5,283,361 26,242,696 － 26,242,696

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1,338,381 － － 1,338,381 (1,338,381) －

計 12,228,920 10,068,795 5,283,361 27,581,077 (1,338,381) 26,242,696

 営業費用 11,754,685 9,784,665 5,145,312 26,684,663 (1,155,064) 25,529,599

 営業利益 474,234 284,130 138,049 896,414 (183,317) 713,096

Ⅱ資産 35,885,156 － － 35,885,156 377,441 36,262,598

  アジア ヨーロッパ 中南米 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益     

 売上高     

(1)外部顧客に対する 
  売  上  高 

11,292,934 10,541,674 6,458,537 28,293,147 － 28,293,147

(2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

76,749 － － 76,749 (76,749) －

計 11,369,683 10,541,674 6,458,537 28,369,896 (76,749) 28,293,147

 営業費用 11,056,760 10,247,515 6,290,511 27,594,787 107,032 27,701,819

 営業利益 312,923 294,158 168,026 775,108 (183,781) 591,327

Ⅱ資産 15,520,484 － － 15,520,484 14,239,172 29,759,657



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

皇冠貿易(香港)有限公司との取引については、一般の取引先と同等の取引条件にしております。 

    

２ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社の有利子負債の一部を㈱クラウンユナイテッドが引受け、当社は同社と当該債務について準消費貸借契約を同等の取引

条件で締結しております。なお、同社の代表取締役として当社と取引（第三者のための取引）を行っております。 

  

  
アジア ヨーロッパ 中南米 計 

１．海外売上高   (千円) 10,890,538 10,068,795 5,283,361 26,242,696

２．連結売上高   (千円)   26,242,696

３．連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

41.5 38.4 20.1 100.0

  
アジア ヨーロッパ 中南米 計 

１．海外売上高   (千円) 11,292,934 10,541,674 6,458,537 28,293,147

２．連結売上高   (千円)   28,293,147

３．連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

39.9 37.3 22.8 100.0

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

又は出資金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

その他の
関係会社 

皇冠貿易 
(香港) 
有限公司 

香港 HKD 500万 
電気部品等
の仕入・販
売 

(被所有)
直接 19.3
間接  ― 

兼任
1人 

営業
取引 

電気機器
部品の販売

1,103,375 － － 

属性 氏名 職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 

役員 
  

宮 越 邦 正 
  

㈱クラウンユナイテッド
代表取締役社長 

(当社代表取締役会長兼社長)

(被所有)
直接 ― 
間接 2.0 

営業取
引以外 
の取引 

債務の
引受 

25,205 
借入金 8,398,172

未払利息 2,420,244



  
当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

   該当事項はありません。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．関係及び取引については、㈱クラウンユナイテッドに対する内容を記載しております。 

２．当社の有利子負債の一部を㈱クラウンユナイテッドが引受け、当社は同社と当該債務について準消費貸借契約を同等の取

引条件で締結しております。又、当社の債権の一部を同社に譲渡し、同譲渡代金の一部を同社の保有する当社への債権と

相殺し、残りの譲渡代金について新たな準消費貸借契約を締結し同社に対する貸付としております。 

  

  

属性 氏名 職業 
議決権等の
所有(被所

有)割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 
  

宮 越 邦 正 
  

㈱クラウンユナイテッド 
代表取締役社長 

(当社代表取締役会長 
兼社長) 

(被所有) 
直接 ― 
間接 2.0 

兼任
1人 

営業取
引以外 
の取引

営業取 

引以外 

の取引

債務の
返済 

  30,000 借入金 8,368,172 

2,420,244 －        － 

債権の

譲渡 
11,060,138

貸付金 6,520,234 

受取利息     2,666 



  
  

(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  
  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

  (2) １株当たり当期純利益金額 

  

   ３ 平成17年８月４日付、普通株式10株を１株に併合しております。 

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 721円17銭 １株当たり純資産額 750円75銭

１株当たり当期純利益金額 42円66銭 １株当たり当期純利益金額 38円95銭

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） ― 8,506,042 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― 440,663 

（うち少数株主持分） ― (440,663) 

普通株式に係る当期末の純資産額（千円） ― 8,065,378 

１株当たり純資産額の算定に用 
いられた当期末の普通株式の数（株） ― 10,743,098 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（千円） 354,257 418,449

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 354,257 418,449

普通株式の期中平均株式数（株） 8,304,036 10,743,435



(重要な後発事象) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

                         

  

当社は、平成19年３月16日開催の取締役会において、第三者割当増

資による新株式発行に関し、下記のとおり決議し、平成19年４月17日

付でAtlantic Jumbo Limited 及びSwiftasset Group Limited に対

し、デット・エクイティ・スワップにより、普通株式を発行いたしま

した。 

記 

１．新株式発行要領 

(1) 募集株式の数      普通株式4,793,000株 

(2) 払込金額 普通株式    １株につき1,800円 

(3) 払込金額の総額       8,627,400,000円 

(4) 現物出資財産の内容及び価額 

下記(10)記載の割当先が当社に対して有する 

金銭債権合計          8,627,400,000円 

(5) 申込期間 平成19年4月13日～平成19年4月16日 

(6) 給付期日 平成19年4月17日 

(7) 増加する資本金の額       4,313,700,000円 

（普通株式１株につき900円） 

(8) 増加する資本準備金の額   4,313,700,000円 

（普通株式１株につき900円） 

(9) 新株券交付日 平成19年4月17日（不発行） 

(10)  割当先及び株式数  

Atlantic Jumbo Limited       3,834,000株 

   Swiftasset Group Limited       959,000株 

(11)  新株式の継続所有等の取り決めに関する事項   

発行日から２年以内に割当新株式の譲渡をする場合には

その旨を当社へ書面にて報告する旨の確約を得ています。 

２．増資による発行済株式総数の推移 

   現在の発行済株式総数           10,749,176株 

   増資による増加株式数            4,793,000株 

    増資後発行済株式総数           15,542,176株 

  

  

上記により、当社の「主要株主である筆頭株主」となったAtlantic 

Jumbo Limitedから、平成19年６月６日に第三者割当増資により取得

した株式3,834,000株のうち、3,100,000株を株式会社クラウンユナイ

テッドへ譲渡した旨の報告を受けたことにより、下記のとおり「主要

株主である筆頭株主」及び「その他の関係会社」に異動が生じまし

た。 

              記 

１．異動が生じた株主の名称等 

新たに主要株主である筆頭株主となり、その他の関係会社に該当

することとなったもの 

(1)名    称  株式会社クラウンユナイテッド 

(2)代  表  者  宮越邦正 

(3)主な事業内容   投資事業及び電気機器販売 

主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社に該当しないこと

となったもの 

(1)名     称  Atlantic Jumbo Limited 

(2)代  表  者  Wong Yiu Cheung 

(3)主な事業内容   投資事業 

２．当該株主の所有株式数（決議権の数）および総株主の議決権の

数に対する割合 

㈱クラウン
ユナイテッド 

所有株式数(議
決権の数) 

総株主の議
決の数に対
する割合 

大株主
順位 

異動前
（19年4月17日現在） 

211,900株 
（2,119 個） 

 1.36 ％ 第11位

異動後
3,311,900株 
（33,119個） 

21.33 ％ 第１位

総株主の議



Atlantic Jumbo 
Limited 

所有株式数
(議決権の数) 

決の数に対
する割合 

大株主
順位 

異動前
（19年4月17日現在） 

3,834,000株 
（38,340個） 

24.70％ 第１位

異動後
734,000株 
（7,340個） 

 4.73 ％ 第７位

 
  

  

                         

  

連結子会社である隆邦医葯貿易有限公司は、平成19年６月４日開催

の董事会において、中国修正薬業集団との間で、下記により中国法人

の合弁会社を設立することを決議いたしました。 

記 
１．合弁会社の概要 

商  号   隆邦修正医薬有限公司(仮称) 

所 在 地   中国吉林省長春市 

資 本 金   人民幣 １億元 

出資比率   50対50 

事業目的   医薬品卸、物流、小売、フランチャイズ経営 

２．日程 

   董事会決議日     平成19年６月４日 

   設立年月日(予定)   平成19年９月30日 

   事業開始年月日(予定) 平成19年10月１日 

  



  

⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注)１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 
  

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 4,419,792 4,228,791 2.2 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 4,430,765 4,448,765 1.3 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

8,368,172 8,320,172 1.3 平成25年4月 

合計 17,218,729 16,997,729 － ― 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金（千円） 84,000 132,000 144,000 144,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

 １ 現金及び預金   241,667 46,365  

 ２ 売掛金   6,041,714 9,099,285  

 ３ 前払費用   1,305 37  

 ４ 未収入金 ※１   2,173 2,250,825  

 ５ その他 ※１   52,416 63,468  

   貸倒引当金   － △12,905  

   流動資産合計   6,339,277 18.1 11,447,078 39.8

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産      

  (1) 車両及び運搬具 2,997 －    

    減価償却累計額 △2,847 149 － －  

  (2) 工具・器具及び備品 4,442 4,987    

    減価償却累計額 △4,214 227 △4,036 951  

   有形固定資産合計   377 0.0 951 0.0

 ２ 無形固定資産      

  (1) 電話加入権   540 540  

   無形固定資産合計   540 0.0 540 0.0

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券   － 10,000  

  (2) 関係会社株式   5,200,000 5,400,000  

  (3) 長期貸付金   － 6,520,234  

  (4) 長期未収入金   － 5,250,270  

  (5) 固定化債権   26,537,183 －  

  (6) 長期前払費用   161 58  

  (7) 差入保証金   13,879 33,804  

  (8) 投資不動産   65,594 65,146  

    貸倒引当金   △3,151,000 △2,295  

   投資その他の資産合計   28,665,818 81.9 17,277,219 60.1

   固定資産合計   28,666,737 81.9 17,278,711 60.2

   資産合計   35,006,014 100.0 28,725,789 100.0

       



    

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

 １ 買掛金   4,236,036 3,023,996  

 ２ 短期借入金   4,375,899 4,228,791  

 ３ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金 

  4,430,765 4,448,765  

 ４ 未払金   115,006 119,509  

 ５ 未払法人税等   7,252 16,700  

 ６ 未払費用   5,550,539 4,005  

 ７ 仮受金 ※１   － 414,101  

 ８ その他 ※１   263,852 1,014  

   流動負債合計   18,979,353 54.2 12,256,884 42.7

Ⅱ 固定負債      

 １ 長期借入金   8,368,172 8,320,172  

 ２ 退職給付引当金   13,882 14,248  

   固定負債合計   8,382,055 23.9 8,334,421 29.0

   負債合計   27,361,408 78.2 20,591,305 71.7

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※２   3,850,520 11.0 － － 

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金   3,535,000 －  

   資本剰余金合計   3,535,000 10.1 － － 

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 当期未処分利益   267,169 －  

   利益剰余金合計   267,169 0.8 － － 

Ⅳ 自己株式 ※３   △8,083 △0.0 － － 

   資本合計   7,644,605 21.8 － － 

   負債資本合計   35,006,014 100.0 － － 

       



    

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

 １ 資本金   － － 3,850,520 13.4

 ２ 資本剰余金      

  (1) 資本準備金 － 3,535,000    

    資本剰余金合計   － － 3,535,000 12.3

 ３ 利益剰余金      

  (1) その他利益剰余金      

    繰越利益剰余金 － 758,077    

    利益剰余金合計   － － 758,077 2.6

 ４ 自己株式   － － △9,113 △0.0

   株主資本合計   － － 8,134,484 28.3

   純資産合計   － － 8,134,484 28.3

   負債純資産合計   － － 28,725,789 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

 １ 製品売上高 22,689,187 22,753,725   

 ２ 商品売上高 2,940,329 3,375,966   

 ３ その他の収入 － 25,629,516 100.0 9,523 26,139,215 100.0

Ⅱ 売上原価     

 １ 製品売上原価     

  (1) 製品期首たな卸高 － －   

  (2) 当期製品仕入高 ※１ 22,082,468 22,146,908   

     合計 22,082,468 22,146,908   

  (3) 製品期末たな卸高 － －   

  (4) 製品売上原価 22,082,468 22,146,908   

 ２ 商品売上原価     

  (1) 商品期首たな卸高 － －   

  (2) 当期商品仕入高 ※１ 2,868,784 3,269,521   

     合計 2,868,784 3,269,521   

  (3)商品期末たな卸高 － －   

  (4) 商品売上原価 2,868,784 24,951,252 97.4 3,269,521 25,416,430 97.2

   売上総利益   678,263 2.6 722,785 2.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 役員報酬 22,983 33,393   

 ２ 給与手当 38,914 53,667   

 ３ 退職給付費用 403 366   

 ４ 福利厚生費 6,234 6,599   

 ５ 旅費交通費 5,301 6,023   

 ６ 支払手数料 54,781 57,546   

 ７ 減価償却費 216 130   

 ８ 賃借料 11,103 13,640   

 ９ 租税公課 22,732 19,918   

 10 通信費 3,165 2,494   

 11 雑費 3,454 4,390   

 12 貸倒引当金繰入額 － 15,200   

 13 その他 14,026 183,317 0.7 12,306 225,678 0.9

   営業利益   494,946 1.9 497,106 1.9



  
  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 779 4,285   

 ２ 為替差益 82,484 6,473   

 ３ 雑収入 26,469 109,733 0.4 50,270 61,028 0.2

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 95,247 3,745   

 ２ 新株発行費償却 70,705 －   

 ３ 雑支出 1,061 167,014 0.7 812 4,558 0.0

   経常利益   437,665 1.7 553,577 2.1

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入益 13,461,800 2,349,000   

 ２ その他 － 13,461,800 52.5 2,153 2,351,153 9.0

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除却損 － 160   

 ２ 債権譲渡損 13,605,912 2,412,451   

 ３ 減損損失 ※２ 25,173 13,631,085 53.2 － 2,412,612 9.2

   税引前当期純利益   268,379 1.0 492,118 1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  1,210 0.0 1,210 0.0

   当期純利益   267,169 1.0 490,908 1.9

   前期繰越損失   2,820,067 － 

   資本減少による 
   欠損填補額 

  2,820,067 － 

   当期未処分利益   267,169 － 



③ 【利益処分計算書】 

  

  
  

④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  
  

株主総会承認日
前事業年度

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益   267,169 

Ⅱ 利益処分額   － 

Ⅲ 次期繰越利益   267,169 

      

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 3,850,520 3,535,000 3,535,000 

事業年度中の変動額   

 当期純利益   

 自己株式の取得   

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)   

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 

平成19年３月31日残高(千円) 3,850,520 3,535,000 3,535,000 

  

株主資本

純資産合計 
利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 267,169 267,169 △8,083 7,644,605 7,644,605 

事業年度中の変動額      

 当期純利益 490,908 490,908 490,908 490,908 

 自己株式の取得   △1,030 △1,030 △1,030 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)      

事業年度中の変動額合計(千円) 490,908 490,908 △1,030 489,878 489,878 

平成19年３月31日残高(千円) 758,077 758,077 △9,113 8,134,484 8,134,484 



  
重要な会計方針 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券 (1) 子会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

(2)                     

(1) 子会社株式 

       同左 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品―移動平均法による原価法 

製品― 終製造原価による原価法 

商品―     同左 

製品―     同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

車両及び運搬具    ３～４年 

工具・器具及び備品  ３～14年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2) 無形固定資産 

                    

  

  (3) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(少額減価償却資産) 

 取得価額が、10万円以上20万円

未満の資産については、法人税法

の規定に基づき、３年間で均等償

却を行っております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

  

  (4) 投資不動産 

  定率法を採用しております。 

(4) 投資不動産 

        同左 

４ 繰延資産の処理方法 

  

  

  

  

新株発行費 

 支払時全額費用処理をしておりま

す。 

なお、新株発行費は、損益計算書

上、営業外費用の新株発行費償却とし

て計上しております。 

                     

  

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 期末債権の貸倒れによる損失に

備えるため、貸倒懸念債権等特定

の債権については、回収可能性を

個別に検討した必要額を追加計上

する方法によっております。 

(1) 貸倒引当金 

期末債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については回収可能性を個別

に検討した必要額を計上する方法に

よっております。 



  

    
  

  

会計方針の変更 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込み額に基づき、当事

業年度末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

  

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

  

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっており、控除対象外消費税等は、

当期の費用として処理しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減算に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響は軽微であり、

減損損失25,173千円を計上いたしました。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき投資不動産の金額から直接控除して

おります。 

                                   

                                   

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。従来

の資本の部の合計に相当する金額は8,134,484千円で

あります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

  



表示方法の変更 

  
  
  

追加情報 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

―――――――――― 

  

  

  

  

（貸借対照表） 

 仮受金は総資産の１/100を超えたため、区分掲記す

ることとしました。なお、前期は流動負債の「その

他」に263,132千円含まれております。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

(1) 平成17年6月29日開催の定時株主総会の決議に基づ

き、平成17年8月4日の効力発生日をもって普通株式10

株を１株に併合いたしましたので、発行済株式総数

36,791,760株は3,679,176株となりました。また、同

時に当社普通株式の１単元の株式数を1,000株から100

株に変更しております。 

(2) 平成17年6月29日開催の定時株主総会において資本

減少について決議し、平成17年8月4日に下記のとおり

行われました。 

資本減少の額    2,820,067,719円 

欠損補填の額    資本減少額の全額 

資本減少の方法   無償減資 

効力発生日     平成17年8月4日 

(3) 平成17年5月20日開催の取締役会において第三者割

当増資による新株発行について決議され、平成17年8

月5日に下記のとおり行われました。 

発行新株式     普通株式 7,070,000株 

発行価額      １株につき1,000円 

発行価額の総額   7,070,000,000円 

資本組入額     １株につき500円 

払込期日      平成17年8月5日 

配当起算日     平成17年4月1日 

割当先及び株式数 ①ニュープレッジ インベス

トメント LTD. 

5,000,000株 

         ②皇冠貿易(香港)有限公司

          

2,070,000株 

発行価額の総額の全額を借入金債務の株式化（デ

ット・エクイティ・スワップ）の方法による増資と

いたしました。なお、これにより、発行済株式総数

は10,749,176株となりました。 

  

                              



  
注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  
  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に対する債権・債務 

短期貸付金 41,400千円

未収入金 1,693千円

前受収益 204千円

仮受金 263,132千円

※１ 関係会社に対する債権・債務 

仮受金 402,296千円

※２ 株式の状況 

授権株式数 普通株式 41,000千株

発行済株式総数 普通株式 10,749千株

２                      

 

 

※３ 自己株式 

当社が保有する 
自己株式の数 

普通株式 5,573株

３                      

 

 ４ 保証債務 

 下記の会社の借入金等に対して次のとおり保証を

行っております。 

 上記のうち、外貨建保証債務は、決算日の為替相

場により円換算しております。 

会社名   保証内容   保証残高 

金融機関からの借入金   

クラウン  
ヨーロッパ GMBH. 

  借入金保証   
1,168,281千円

(EURO 8,180千)

クラウン USA,INC.   借入金保証   
2,936,750千円

(US$ 25,000千)

クラウン マーカン
タイル 
(ユーケー)LTD. 

  借入金保証   
575,603千円

(US$  4,900千)

計   4,680,634千円

 ４                      

  



(損益計算書関係) 

  

  
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
(注) 自己株式の増加株式数505株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
  
  

(リース取引関係) 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成

19年３月31日）ともに、記載すべき事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日）ともに、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に対する事項 

    仕 入 高        1,092,450千円 

  

 １                          

  

※２ 減損損失 

  以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

①経緯 

 当該土地については、木造建旅館が建っており、

賃貸物件として所有しておりますが、長期間休止状

態が続き、今後も利用見込みが無く地価も下落して

いるため、減損損失を認識いたしました。 

②グルーピング 

 原則として事業部別に区分していますが、将来の

使用が見込まれない遊休資産については、個々の物

件単位でグルーピングをしております。 

③回収可能価額の算定方法等 

 正味売却価額、固定資産税評価価額基準により算

定しております。 

  

用   途 遊休 

種   類 土地 

場   所 栃木県日光市高徳 

そ の 他 賃貸用不動産 

金   額 25,173千円

２                          

株式の種類 
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度増加
株式数(株) 

当事業年度減少
株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

普通株式 5,573 505 ― 6,078 



  
(税効果会計関係) 

  

  
  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

繰延税金資産に対して全額評価性引当額を計上し

ているため記載は省略しております。 

  繰延税金資産    

   貸倒引当金 1,218,905千円 

   退職給付引当金 164  

   繰越欠損金 5,298,678  

   その他 421  

   繰延税金資産小計 6,518,168  

   評価性引当額 △6,518,168  

   繰延税金資産合計 ―  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

繰延税金資産に対して全額評価性引当額を計上し

ているため記載は省略しております。 

 繰延税金資産    

  貸倒引当金 4,300千円 

  退職給付引当金 5,799  

  繰越欠損金 6,273,712  

  その他 327  

  繰延税金資産小計 6,284,140  

  評価性引当額 △6,284,140  

  繰延税金資産合計 ―  



  
(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

 (2) １株当たり当期純利益金額 

   ３ 平成17年８月４日付、普通株式10株を１株に併合しております。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 711円55銭 １株当たり純資産額 757円18銭

１株当たり当期純利益金額 32円17銭 １株当たり当期純利益金額 45円69銭

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） ― 8,134,484 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期末の純資産額（千円） ― 8,134,484 

１株当たり純資産額の算定に用 
いられた当期末の普通株式の数（株） ― 10,743,098 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益(千円) 267,169 490,908

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 267,169 490,908

普通株式の期中平均株式数(株) 8,304,036 10,743,435



  
(重要な後発事象) 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

―――――――――― 

  

  

当社は、平成19年３月16日開催の取締役会において、第三者

割当増資による新株式発行に関し下記のとおり決議し、平成19

年４月17日付でAtlantic  Jumbo  Limited  及びSwiftasset 

Group Limited に対し、デット・エクイティ・スワップによ

り、普通株式を発行いたしました。 

  

記 

１．新株式発行要領 

(1) 募集株式の数      普通株式 4,793,000株 

(2) 払込金額     普通株式１株につき 1,800円 

(3) 払込金額の総額           8,627,400,000円 

(4)  現物出資財産の内容及び価額 

下記(10)記載の割当先が当社に対して有する 

金銭債権合計          8,627,400,000円 

(5) 申込期間 平成19年4月13日～平成19年4月16日 

(6)  給付期日 平成19年4月17日 

(7) 増加する資本金の額       4,313,700,000円 

（普通株式１株につき900円） 

(8) 増加する資本準備金の額   4,313,700,000円 

（普通株式１株につき900円） 

(9) 新株券交付日 平成19年4月17日（不発行） 

(10) 割当先及び株式数  

Atlantic Jumbo Limited      3,834,000株 

   Swiftasset Group Limited      959,000株 

(11) 新株式の継続所有等の取り決めに関する事項   

発行日から２年以内に割当新株式の譲渡をする場合

にはその旨を当社へ書面にて報告する旨の確約を得

ています。 

２．増資による発行済株式総数の推移 

   現在の発行済株式総数         10,749,176 株 

   増資による増加株式数          4,793,000 株 

    増資後発行済株式総数         15,542,176 株 

  

  

上記により、当社の「主要株主である筆頭株主」となった

Atlantic Jumbo Limitedから、平成19年６月６日に第三者割当

増資により取得した株式3,834,000株のうち、3,100,000株を株

式会社クラウンユナイテッドへ譲渡した旨の報告を受けたこと

により、下記のとおり「主要株主である筆頭株主」及び「その

他の関係会社」に異動が生じました。 

              記 

１．異動が生じた株主の名称等 

新たに主要株主である筆頭株主となり、その他の関係会社

に該当することとなったもの 

(1)名    称  株式会社クラウンユナイテッド 

(2)代  表  者  宮越邦正 

(3)主な事業内容   投資事業及び電気機器販売 

主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社に該当しない

こととなったもの 

(1)名     称  Atlantic Jumbo Limited 

(2)代  表  者  Wong Yiu Cheung 

(3)主な事業内容   投資事業 

２．当該株主の所有株式数（決議権の数）および総株主の議決

権の数に対する割合 

㈱クラウン 
ユナイテッド 

所有株式数(議
決権の数) 

総株主の議
決の数に対
する割合 

大株主 
順位 

異動前
(19年4月17日現在) 

211,900株 
（2,119 個） 

 1.36 ％ 第11位 

異動後
3,311,900株 
（33,119個） 

21.33 ％ 第１位 



  

Atlantic Jumbo 
Limited 

所有株式数
(議決権の数) 

総株主の議
決の数に対
する割合 

大株主 
順位 

異動前
(19年4月17日現在) 

3,834,000株 
（38,340個） 

24.70 ％ 第１位 

異動後
734,000株 
（7,340個） 

 4.73 ％ 第７位 

 
  

    

  当社の子会社である隆邦医葯貿易有限公司は、平成19年６

月４日開催の董事会において、中国修正薬業集団との間で、

下記により中国法人の合弁会社を設立することを決議いたし

ました。 

記 

１．合弁会社の概要 

商  号   隆邦修正医薬有限公司(仮称) 

所 在 地   中国吉林省長春市 

資 本 金   人民幣 １億元 

出資比率   50対50 

事業目的   医薬品卸、物流、小売、フランチャイズ 

経営 

２．日程 

 董事会決議日     平成19年６月４日 

  設立年月日(予定)   平成19年９月30日 

  事業開始年月日(予定) 平成19年10月１日 

  



⑤ 【附属明細表】 

  

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

  

  
  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、売掛債権を譲渡したことに伴う戻入額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産      

 車両及び運搬具 2,997 ― 2,997 ― ― ― ―

 工具・器具及び備品 4,442 761 216 4,987 4,036 27 951

有形固定資産計 7,439 761 3,213 4,987 4,036 27 951

無形固定資産      

 電話加入権 540 ― ― 540 ― ― 540

無形固定資産計 540 ― ― 540 ― ― 540

長期前払費用 308 ― ― 308 250 102 58

投資不動産 105,194 ― ― 105,194 40,048 448 65,146

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 3,151,000 15,200 － 3,151,000 15,200



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) １ 現在、当社の販売は全てが海外取引であるため、上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 前期繰越高には、回収が長期化したために「固定化債権」へ振替えた金額が26,537,183千円含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 630 

預金  

当座預金 11,162 

普通預金 34,410 

別段預金 162 

小計 45,735 

合計 46,365 

相手先 金額(千円)

マーク ヒル INC. 5,561,128 

ハムフォード オーバーシーズ LTD. 2,431,829 

カルダー トレーディング LTD. 1,106,328 

合計 9,099,285 

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ) 

当期発生高(千円)
 

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
 

(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

32,578,897 26,129,691 49,609,303 9,099,285 84.50 291 



  
③ 未収入金 

  

  

  

④ 関係会社株式 

  

  

⑤ 長期貸付金 

  

⑥ 長期未収入金 

  

  

相手先 金額(千円)

フェアーシャイングループ LTD. 1,175,912 

スイフトアセットグループ LTD. 1,074,203 

その他 709 

合計 2,250,825 

銘柄 金額(千円)

隆邦医葯貿易有限公司 400,000 

深セン皇冠（中国）電子有限公司 3,000,000 

皇冠精密（香港）有限公司 2,000,000 

合計 5,400,000 

借入先 金額(千円)

株式会社クラウンユナイテッド 6,520,234 

合計 6,520,234 

相手先 金額(千円)

フェアーシャイングループ LTD. 2,743,796 

スイフトアセットグループ LTD. 2,506,474 

合計 5,250,270 



  

⑦ 買掛金 

  

  
  

⑧ 短期借入金 

  

  

⑨ 一年以内に返済予定の長期借入金 

  

  

⑩ 長期借入金 

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

グラー テク LTD. 2,369,642 

クリンガー トレーディング LTD. 534,796 

その他 119,558 

合計 3,023,996 

借入先 金額(千円)

アトランティック ジャンボ LTD. 2,502,040 

スイフトアセットグループ LTD. 1,726,750 

合計 4,228,791 

借入先 金額(千円)

アトランティック ジャンボ LTD. 4,400,765 

株式会社クラウンユナイテッド 48,000 

合計 4,448,765 

借入先 金額(千円)

株式会社クラウンユナイテッド 8,320,172 

合計 8,320,172 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。 

    会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

    会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

    株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券、100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社   本店・全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき262円（消費税を含む）

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社   本店・全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
電子公告
ただし、事故その他やむをえない事由により電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項なし 



  
第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度 第58期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

   事業年度 第59期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月18日関東財務局長に提出 

(3) 有価証券届出書(第三者割当増資)及びその添付書類  

平成19年３月16日関東財務局長に提出 

 (4) 臨時報告書  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づき 

平成19年４月17日関東財務局長に提出 

 (5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づき 

平成19年６月12日関東財務局長に提出 

  

    

  



  
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

宮越商事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている宮越商事株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、宮越商事株式

会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  

  

  

  

  

公認会計士  内田吉穂事務所 

    公認会計士  内  田  吉  穂  ㊞ 

公認会計士  廣田 潤事務所 

    公認会計士  廣  田     潤  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

宮越商事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている宮越商事株式会

社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、宮越商事株式

会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年３月16日開催の取締役会において、第三者割当増資による新株式発行に

関して決議し、平成19年４月17日付でAtlantic Jumbo Limitedに対し普通株式3,834,000株を、Swiftasset Group Limitedに

対し普通株式959,000株をデット・エクイティ・スワップにより、それぞれ発行している。 

なお、Atlantic Jumbo Limitedは、平成19年６月６日、取得した株式のうち、3,100,000株を株式会社クラウンユナイテッ

ドへ譲渡し、「主要株主である筆頭株主」及び「その他の関係会社」に異動が生じている。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社の連結子会社である隆邦医葯貿易有限公司は、平成19年６月４日に開催の董事会にお

いて、中国修正薬業集団との間で中国法人の合弁会社を設立することを決議している。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

公認会計士  内田吉穂事務所 

    公認会計士  内  田  吉  穂  ㊞ 

公認会計士  廣田 潤事務所 

    公認会計士  廣  田     潤  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

宮越商事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている宮越商事株

式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たち

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

  

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、宮越商事株

式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

公認会計士  内田吉穂事務所 

    公認会計士  内  田  吉  穂  ㊞ 

公認会計士  廣田  潤事務所 

    公認会計士  廣  田     潤  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

宮越商事株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている宮越商事株式会社の平成

18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、宮越商事株式会社の平成

19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年３月16日開催の取締役会において、第三者割当増資による新株式発行に関

して決議し、平成19年４月17日付でAtlantic Jumbo Limitedに対し普通株式3,834,000株を、Swiftasset Group Limitedに対し普

通株式959,000株をデット・エクイティ・スワップにより、それぞれ発行している。 

なお、Atlantic Jumbo Limitedは、平成19年６月６日、取得した株式のうち、3,100,000株を株式会社クラウンユナイテッドへ

譲渡し、「主要株主である筆頭株主」及び「その他の関係会社」に異動が生じている。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社の連結子会社である隆邦医葯貿易有限公司は、平成19年６月４日に開催の董事会におい

て、中国修正薬業集団との間で中国法人の合弁会社を設立することを決議している。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

公認会計士  内田吉穂事務所 

    公認会計士  内  田  吉  穂  ㊞ 

公認会計士  廣田  潤事務所 

    公認会計士  廣  田     潤  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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